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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次

第97期

第２四半期

連結累計期間

第97期

第２四半期

連結会計期間

第96期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 43,639　 22,454　 103,906　

経常損失 （百万円） 1,010　 122　 552　

四半期純損失(△)
又は当期純利益

（百万円） △2,138　 △878　 120　

純資産額 （百万円） －　 11,685　 14,133　

総資産額 （百万円） －　 56,176　 66,983　

１株当たり純資産額 （円） －　 164.85　 201.65　

１株当たり四半期純損失(△)
又は１株当たり当期純利益

（円） △32.11　 △13.20　 2.54　

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

（円） －　 －　 －　

自己資本比率 （％） －　 19.5　 20.0　

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,760　 －　 1,822　

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,058　 －　 △5,001　

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 909　 －　 △1,883　

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） －　 2,348　 4,272　

従業員数 （人） －　 1,851　 1,837　

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、第96期については潜在株式が存在しないた

め、第97期第２四半期連結累計期間及び第97期第２四半期連結会計期間については１株当たり四半期純損失

であり、また潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

 2/28



２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事務部門を統括していた㈱東日カーライフマネ

ジメント(連結子会社)を平成20年７月に、自動車関連事業を営んでいた㈱カーネット車楽(連結子会社)

を平成20年９月にそれぞれ解散することを決議しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 1,851(237)

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 53

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．臨時従業員については、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

３．従業員数が当第２四半期会計期間において21名増加しておりますが、主に当社グループの事務部門を統括し

ていた㈱東日カーライフマネジメント(連結子会社)を平成20年７月に解散決議したことに伴う、当社への移

籍等によるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売台数(台) 　金額(百万円)

自動車関連事業

　新　車 4,785 10,207

　中古車 5,901 4,032

　その他 － 5,409

計 － 19,649

不動産関連事業 － 123

情報システム関連事業 － 1,868

その他の事業 － 813

合計 － 22,454

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。

なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しており

ます。

事業の種類別セグメントの名称 　金額(百万円)

自動車関連事業

　新　車 8,147

　中古車 2,496

合計 10,643

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国金融市場の混乱、原油・穀物等原材料価格の高

騰に伴う物価上昇等の影響から、国内景気の減速傾向が鮮明となってまいりました。当社グループの属す

る自動車関連業界におきましても、新車の買い控えが継続し、登録車の全体需要が前年同期比4.2％減と

前年実績を大きく下回る厳しい状況となりました。

このような状況のもと、当社グループの中核事業会社である東京日産自動車販売㈱では、買い換え需要

が見込まれた第２四半期の低迷が大きく影響し、また、本年４月に大口法人の基盤移管を実施したことも

あり、同社の新車販売台数は前年同期比35.6％減となった結果、グループ全体の新車販売台数は大幅に減

少し、前年同期比35.2％減となりました。

当社グループは引き続き中期経営計画（TR-10）に基づき、収益力の向上及び営業費の削減に取り組ん

でまいりましたが、上述の影響をカバーするまでには至らず、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上

高は22,454百万円、営業利益は39百万円、経常損益は122百万円の損失となりました。また、自立支援優遇

措置実施に伴う特別退職金及び固定資産除売却損等の特別損失を675百万円計上したこともあり、四半期

純損益は878百万円の損失となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　自動車関連事業

自動車関連事業につきましては、車検入庫台数は前年同期を上回っており、整備・車検等サービス事

業は堅調に推移いたしましたが、新車・中古車の販売台数が大幅に減少した結果、売上高は19,649百万

円、営業利益は145百万円となりました。

②　不動産関連事業

不動産関連事業につきましては、ほぼ満室に近い入居率で推移した結果、売上高は123百万円、営業利

益は36百万円となりました。

③　情報システム関連事業

情報システム関連事業につきましては、新規顧客の獲得と既存顧客の取引拡大を目指した活動の結

果、ハードウエアの売上高が大きく伸長し、売上高は1,868百万円、営業利益は101百万円となりました。

④　その他の事業

その他の事業は、主に人材派遣業及び自動車教習所事業であります。人材派遣業におきましては、就

労スタッフの増加に重点を置いた活動を展開いたしましたが微増に止まりました。また、自動車教習所

事業においては少子化による入校者数が減少した結果、売上高は813百万円、営業損益は10百万円の損

失となりました。

　

なお、ホテル事業を展開しておりましたＴ．Ｎ．グループハワイ会社は、平成19年６月29日付で株式

譲渡しております。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第２四半期連結会計期間末における総資産は56,176百万円となり、前連結会計年度末に比べ

10,806百万円減少しております。これは、主に現金及び預金が1,924百万円減少したことに加え、車両販

売台数の減少に伴い、受取手形及び売掛金が5,273百万円、商品が1,426百万円それぞれ減少したことに

よるものであります。

②　負債の部

当第２四半期連結会計期間末における負債は44,491百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,358百

万円減少しております。これは、主に長短借入金が1,405百万円増加いたしましたが、仕入債務の支払及

び車両仕入台数の減少に伴い、支払手形及び買掛金が8,947百万円減少したことによるものでありま

す。

③　純資産の部

当第２四半期連結会計期間末における純資産は11,685百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,448

百万円減少しております。これは、主に四半期純損失を計上したことに伴い利益剰余金が2,138百万円

減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,348百万円

（第１四半期連結会計期間末比2,200百万円減）となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は1,632百万円であります。これは、主にたな卸資産が1,788百万円減少

したことによるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は1,040百万円であります。これは、主に有形固定資産の売却による収

入が825百万円ありましたが、有形固定資産の取得による支出が1,900百万円あったことによるもので

あります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は2,798百万円であります。これは、主に長短借入金の返済・収入の差

引による支出が2,292百万円及び社債の償還による支出が490百万円あったことによるものでありま

す。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、原材料やガソリン価格の高騰、金融不安によって景気の先行き不

透明感が広まったことなどから消費マインドが冷え込み、自動車販売においても需要の低迷が続いてお

ります。

そのような状況の中、当社グループは、中期経営計画（TR-10）に基づき、中古車事業の再編、有利子負

債の削減を行い、収益構造改革及び財務体質の強化に努めました。また、需要の低迷は今後もしばらく続

くものと考え、グループの各事業会社において生産性の向上と営業費の更なる削減を図り、収益の改善に

取り組んでまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末の重要な設備の新設、除却等の計画

について重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部) －

計 66,635,063 66,635,063 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金

増減額

(百万円)

資本金

残　高

(百万円)

資本準備金

増　減　額

(百万円)

資本準備金

残　　　高

(百万円)

平成20年９月30日 － 66,635,063 － 13,752 － 2,335
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日産ネットワークホールディングス
株式会社

東京都中央区銀座６－17－１ 22,656 34.00

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１-26-１ 4,739 7.11

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１-２-１ 4,640 6.96

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２-27-２ 2,620 3.93

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３-７-３ 2,578 3.86

東洋ゴム工業株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１-17-18 1,470 2.20

株式会社アルファ 神奈川県横浜市金沢区福浦１-６-８ 1,343 2.01

株式会社太洋商会 東京都千代田区鍛冶町１-10-４ 1,173 1.76

株式会社みらい建設グループ 東京都中央区日本橋小網町１-３ 1,136 1.70

中央自動車工業株式会社 大阪府大阪市北区中之島４-２-30 1,129 1.69

計 ― 43,484 65.25

(注)　当社は、証券保管振替機構名義の失念株式が1千株存在しております。

　

(6) 【議決権の状況】

　

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 41,000

完全議決権株式（その他） 　普通株式 66,497,000 66,497 －

単元未満株式 　普通株式 97,063 － －

発行済株式総数 66,635,063 － －

総株主の議決権 － 66,497 －

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）含まれ

ております。
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②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社東日カーライフ
グループ

東京都品川区西五反田

４－32－１
41,000 － 41,000 0.06

計 － 41,000 － 41,000 0.06

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月 平成20年９月

最高(円) 123 140 127 107 89 75

最低(円) 101 115 99 85 66 54

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりで

あります。

(1)　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

 常務取締役
経営企画部、
総務部担当

 常務取締役
経営企画部、
法務・広報・
ＩＲ部担当

 西村　健二 平成20年10月１日

取締役 人事部担当 取締役
人事部担当
総務部長

江川　　貴 平成20年10月１日

取締役
経理部、
財務部担当
財務部長

取締役
経理部担当
財務部長

早坂　正勝 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,349 4,274

受取手形及び売掛金 7,662 12,935

商品 3,884 5,310

仕掛品 67 84

貯蔵品 21 24

その他 2,075 3,171

貸倒引当金 △51 △89

流動資産合計 16,008 25,710

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 7,376

※1
 7,630

土地 23,503 23,514

その他（純額） ※1
 3,293

※1
 3,902

有形固定資産合計 34,173 35,048

無形固定資産 ※2
 628

※2
 712

投資その他の資産

投資有価証券 2,293 2,410

長期貸付金 1,003 1,003

その他 2,127 2,168

関係会社投資等損失引当金 － △15

貸倒引当金 △56 △55

投資その他の資産合計 5,366 5,512

固定資産合計 40,168 41,272

資産合計 56,176 66,983

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,016 21,963

短期借入金 7,113 5,581

1年内返済予定の長期借入金 2,559 3,327

1年内償還予定の社債 380 680

未払法人税等 155 167

賞与引当金 680 636

その他 3,264 3,486

流動負債合計 27,169 35,843
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

社債 600 790

長期借入金 11,341 10,699

繰延税金負債 443 468

退職給付引当金 4,237 4,386

役員退職慰労引当金 45 42

長期預り金 653 592

その他 0 26

固定負債合計 17,321 17,006

負債合計 44,491 52,849

純資産の部

株主資本

資本金 13,752 13,752

資本剰余金 2,350 2,350

利益剰余金 △5,040 △2,901

自己株式 △11 △11

株主資本合計 11,049 13,188

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △199 △11

為替換算調整勘定 127 251

評価・換算差額等合計 △72 240

少数株主持分 707 704

純資産合計 11,685 14,133

負債純資産合計 56,176 66,983
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 43,639

売上原価 34,529

売上総利益 9,109

販売費及び一般管理費 ※1
 9,867

営業損失（△） △757

営業外収益

受取利息 19

受取配当金 29

持分法による投資利益 62

雑収入 83

営業外収益合計 193

営業外費用

支払割賦手数料 50

支払利息 262

雑損失 134

営業外費用合計 447

経常損失（△） △1,010

特別利益

固定資産売却益 2

貸倒引当金戻入額 36

特別利益合計 38

特別損失

固定資産除売却損 734

関係会社整理損 13

投資有価証券評価損 0

特別退職金 252

その他 36

特別損失合計 1,037

税金等調整前四半期純損失（△） △2,009

法人税、住民税及び事業税 108

法人税等調整額 △14

法人税等合計 94

少数株主利益 34

四半期純損失（△） △2,138
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 22,454

売上原価 17,554

売上総利益 4,900

販売費及び一般管理費 ※1
 4,860

営業利益 39

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 20

持分法による投資利益 21

雑収入 23

営業外収益合計 73

営業外費用

支払割賦手数料 18

支払利息 133

雑損失 83

営業外費用合計 235

経常損失（△） △122

特別利益

固定資産売却益 1

特別利益合計 1

特別損失

固定資産除売却損 393

投資有価証券評価損 0

特別退職金 252

その他 28

特別損失合計 675

税金等調整前四半期純損失（△） △796

法人税、住民税及び事業税 83

法人税等調整額 △29

法人税等合計 54

少数株主利益 27

四半期純損失（△） △878
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,009

減価償却費 967

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36

関係会社投資等損失引当金の増減額（△は減
少）

△15

賞与引当金の増減額（△は減少） 48

退職給付引当金の増減額（△は減少） △149

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3

受取利息及び受取配当金 △48

支払利息 262

持分法による投資損益（△は益） △62

固定資産除売却損益（△は益） 728

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 0

関係会社整理損 13

売上債権の増減額（△は増加） 5,267

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,436

仕入債務の増減額（△は減少） △8,820

未払消費税等の増減額（△は減少） 224

その他 704

小計 △1,483

利息及び配当金の受取額 90

利息の支払額 △273

法人税等の支払額 △94

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,760

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,189

有形固定資産の売却による収入 2,195

投資有価証券の取得による支出 △39

貸付金の回収による収入 1

その他 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,058
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,534

長期借入れによる収入 2,100

長期借入金の返済による支出 △2,204

社債の償還による支出 △490

配当金の支払額 △0

少数株主への配当金の支払額 △29

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 909

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,920

現金及び現金同等物の期首残高 4,272

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,348
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、平成19年３月期において278百万円の営業損失及び1,734百万円の経常損失を計上し、前連結会計年度

においては中期経営計画(TR-10)の実行により大幅に改善し583百万円の営業利益を計上したものの、経常損益は552百

万円の損失となりました。

当第２四半期連結会計期間におきましても引き続き中期経営計画(TR-10)に沿った取り組みを実施してまいりました

が、国内景気の減速傾向が鮮明になってきたことによる全需低迷の影響から、７月～９月の実績は販売台数、利益とも

に大幅な計画未達となり、当第２四半期連結累計期間の実績は757百万円の営業損失及び1,010百万円の経常損失とな

りました。

このような状況の中、資金調達面において、取引金融機関との間で締結したコミットメントライン契約に財務制限条項

が付されており、平成21年３月期の業績において連結ベースで営業黒字を計上できない場合には、借換えを含む新たな

資金調達に支障をきたす可能性があります。

当該状況により、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社グループは、当該状況を改善するため、引き続き中期経営計画(TR-10)の実行に取り組んでおり、コアビジネスへの

集中、コスト削減、ノンコア事業の整理をさらに加速して確実に実行し、全需の動向に左右されることなく、安定した収

益を計上できる体質への改善を実現することにより、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消できるものと確信し

ております。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反

映しておりません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結の範囲の変更

自動車関連事業における経営効率化を推し進めるため、㈱エース・オートサービスは平成20年４月１日付で協

立自動車㈱を吸収合併しております。また、㈱東日フリートは、平成20年４月30日付で解散しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　15社

２．会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)に変更しております。

なお、この変更による損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する

当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。

なお、この変更による損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法によっております。

なお、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

おります。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１．税金費用の計算

在外子会社の税金費用の計算については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

10,989百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

10,602百万円

※２．無形固定資産の内訳

のれん 29百万円

その他 598百万円

　　合計 628百万円

※２．無形固定資産の内訳

のれん 33百万円

その他 678百万円

　　合計 712百万円

　３．保証債務 　３．保証債務

㈱エース・オートリース
(関連会社)の借入金等 6,300百万円

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

15百万円

　　合計 6,315百万円

㈱エース・オートリース
(関連会社)の借入金等 4,830百万円

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

16百万円

　　合計 4,846百万円

　４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行６行とコミットメント契約を締結して
おります。

これら契約に基づく当第２四半期連結会計期間末
の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントの総額 7,000百万円

借入実行残高 3,500百万円

　　差引額 3,500百万円

　４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行５行とコミットメント契約を締結して
おります。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実
行残高は次のとおりであります。

コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 6,000百万円

　　差引額 －

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 878百万円

給料手当及び賞与 2,791百万円

賞与引当金繰入額 545百万円

退職給付費用 509百万円

賃借料及び設備費 1,432百万円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 434百万円

給料手当及び賞与 1,426百万円

賞与引当金繰入額 239百万円

退職給付費用 275百万円

賃借料及び設備費 691百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,349百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 2,348百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年９月30日)

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末(株)

　普通株式 66,635,063

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末(株)

　普通株式 41,696

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　
５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

デリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

自 動 車

関連事業

(百万円)

不 動 産

関連事業

(百万円)

情報システ

ム関連事業

(百万円)

そ の 他

の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

19,649　 123　 1,868　 813　 22,454　 －　 22,454　

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2　 －　 116　 137　 256　 （256） －　

計 19,651　 123　 1,984　 950　 22,710　（256） 22,454　

営業利益又は営業損失(△) 145　 36　 101　 △10　 272　 （233） 39　

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

自 動 車

関連事業

(百万円)

不 動 産

関連事業

(百万円)

情報システ

ム関連事業

(百万円)

そ の 他

の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

37,951 233 3,848 1,606 43,639 － 43,639

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 － 231 278 513 (513) －

計 37,955 233 4,079 1,884 44,153 (513) 43,639

営業利益又は営業損失(△) △487 72 141 △62 △336 (421) △757

　

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 164.85円 １株当たり純資産額 201.65円

　

２．１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 32.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項　目

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 2,138　

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 2,138　

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,595　

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 13.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 878　

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 878　

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,594　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　赤　　荻　　　　隆　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は引き続き中期経営計画（TR-10）に沿った取

り組みを実行したものの、景気減速による需要低迷により当第２四半期連結累計期間の業績は757百万円の営

業損失及び1,010百万円の経常損失となった。また、資金調達面ではコミットメントライン契約に財務制限条

項が付されており、平成21年３月期の業績が連結ベースで営業黒字を計上できない場合には借換えを含む新

たな資金調達に支障をきたす可能性があり、継続企業の前提に重要な疑義が生じている。当該状況に対する経

営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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